
別紙様式第２号 

学位論文及び審査結果の要旨 

 

横浜国立大学   

 

 

氏 名   張 俊超 

学 位 の 種 類   博士（経済学） 

学 位 記 番 号   国府博甲第 11 号  

学 位 授 与 年 月 日   平成 29 年 3 月 24 日   

学 位 授 与 の 根 拠   学位規則（昭和 28 年 4 月 1 日文部省令第 9 号）第４条第１項及び 

              横浜国立大学学位規則第５条第１項 

研究科(学府)・専攻名   国際社会科学府 経済学専攻 

学 位 論 文 題 目   Four Essays in Labor Economics and Microeconometrics 

: Effects of Educational, Marital, and Fertility Decisions 

 on Labor Market Outcomes 

論 文 審 査 委 員   主査   横浜国立大学 教授  大森 義明 

                          横浜国立大学  教授  奥村 綱雄 

                            横浜国立大学 教授  永井 圭二 

                           横浜国立大学 教授  小林 正人 

                           横浜国立大学 准教授 鶴岡 昌徳 

 

 

論文の要旨 
 

 
 



 

 

 
 



 

 



 
 
 審査結果の要旨 
 

本博士論文は、労働経済学の論文 4 篇から成る。第 1 章は、中国の個票データを用い、結婚

が女性の労働市場参加に与える因果効果を推定している。 第 2 章は、台湾の個票データを用

い、出産が母親の労働市場参加に与える因果効果を推定している。 第 3 章は、台湾の個票デ

ータを用い、義務教育法が個人の教育年数に与える因果効果を推定している。 第 4 章は、台

湾の個票データを用い、教育年数の賃金に与える因果効果を推定している。 以下、各章につい

て概要、研究方法、評価を述べる。 
第 1 章“Identifying the Causal Effects of Marriage on Women’s Labor Force Participation in the Presence 

of Chinese Superstition”は、2000 年の中国の世帯のクロスセクショナルデータに操作変数法を適用

し、結婚が女性の労働市場参加に与える因果効果を推定している。 中国では迷信から羊年生まれの

女性は結婚市場で男性によって避けられている。この事実を婚姻状態の外生的変動を引き起こす自然

実験として捉え、女性が羊年生まれであることを示すダミー変数を女性の婚姻状態の操作変数として

いる。 結婚は、農村部と都市部の女性の労働市場参加率をそれぞれ 46.4%ポイント、30.7%ポイン

ト下げる負の効果を持つことを見出している。 

第 2 章“A Dilemma of Fertility and Female Labor Supply: Identification Using Taiwanese Twins”は、2000

年の台湾の世帯の全数調査から抽出したクロスセクショナルデータに操作変数法を適用し、出産が女

性の労働供給に与える因果効果を推定している。 双生児の出産を子どもの数の外生的増加を引き起

こす自然実験として捉え、双生児の出産を示すダミー変数を子どもの数の操作変数としている。 ま

た、最後の出産時点から労働市場参加状態が観察される時点までの経過時間を一定に保っていないと

いう, 既存研究の課題を解決するために、全数調査ならではのサンプルサイズの大きさを活かし、経

過時間が一定の短さである女性のみを抽出し、推定している。1 回の出産経験を持つ女性の間では、

もう一人の子どもの誕生は、女性の労働市場参加率を 10.5%低くする効果があること、2 回の出産経

験を持つ女性の間では効果の大きさが低減し、3 回の出産経験を持つ女性の間では効果がなくなるこ

とを見出している。この知見は、社会全体で子どもの数を増やしつつ、労働供給への悪影響を少なく

するには、出産経験数の多い女性の出産を支援する取り組みが有効であるという政策的インプリケー

ションを持つ。 

第 3 章“The Impact of 9-year Compulsory Education: Quasi-Experimental Evidence from Taiwan”は、

1980 年の台湾の個人のクロスセクショナルデータに操作変数法を適用し、義務教育年数の 6 年から 9

年への延長が個人の教育年数に対して与える因果効果を推定している。 1968 年 9 月 1 日に実施され

た義務教育年数を 6年から9年へ延長する教育改革を個人の教育年数に外生的な変動を引き起こす自

然実験として捉え、回帰不連続分析を行っている。 義務教育年数の 6 年から 9 年への延長は教育年

数を 0.22 年増やすこと、男性と（中国本土からの移民と比べ）台湾人の間で効果が大きいことを見

出している。  

第 4 章“Estimates of the Returns to Schooling in Taiwan: Evidence from a Regression 

Discontinuity Design”は、1995-2015 年の台湾の個人のプールド・クロスセクショナルデータに操

作変数法を適用し、教育年数の賃金への因果効果を推定している。 第 3 章での知見を活かし、1968

年 9 月 1 日に実施された教育改革を個人の教育年数の操作変数としている。 理論の予測どおり、教

育年数が 1 年増えると、賃金が 4.7%上昇することや、操作変数法推定値が最小二乗法推定値より小

さいことを見出している。 

博士論文全体を通して、明確な問題設定、既存文献との関連付け、識別問題の認識、自然実験に基



づく識別戦略の策案、データの適切な選択、適切な定式化と推定、推定結果の正確な解釈ができてお

り、質の高い論文になっている。また、4 編の質の高い論文を含んでおり、量的にも高く評価できる。 

博士論文の第 1, 2, 3 章は一定の国際的評価をも得ていると考えられる。第 1 章と第 2 章は、レフ

ェリー制の英文ジャーナル Economics Bulletin と China Economic Review に掲載済み、第 3 章は、China 

Economic Review から Rewrite & Resubmit 許可を得ており、その修正依頼内容も軽微であることから、

掲載されると考えられる。第 4 章は、問題設定、識別戦略、知見の点で他の論文と少なくとも同程度

の水準にある。 

以上のことから、本論文審査委員一同は、本学府の博士号審査基準①に照らして、張俊超氏の学

位請求論文 Four Essays in Labor Economics and Microeconometrics: Effects of Educatio
nal, Marital, and Fertility Decisions on Labor Market Outcomes が博士（経済学）の学位

を授与するに値するものとして、判断する。 

 


